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１ ）平和、文化、教育の構築
　現代の教育的課題を考えてみると、創立者が大学設立の理念として掲げた平和、文
化、教育の三つの観点から、平和は世界を、文化は社会を、教育は人々個人を基盤と
して成り立ち、平和（世界）、文化（社会）、教育（個人）の関係にあると理解できる。
　平和をめざす核兵器 ･ 戦争 ･ 紛争の反対運動では、I Can の取り組みが注目される。
それは International Campaign to Abolish Nuclear Weapons 核兵器廃絶国際キャン
ペーンのことで、SGI 平和運動総局の支援を受け、提案した核兵器禁止条約が国連で
採択されて、昨2017年のノーベル平和賞の受賞となった。しかし施行には署名50カ国
以上を必要とし、現在では10カ国前後で、日本政府を含め、核抑止力を重視する国々
はこれに加わっていない。
　社会の文化的向上では、受験競争に明け暮れる成績の良し悪しでなく、自由と幸福
こそ指標とすべきであるとし、スペイン ･ アルカラ大学の関係者が来学して「幸福の
ための教育」をめざす創価教育を称賛している。
　個人の生命の尊重を基本理念とすることが如何に大事かは、昨今アメリカの学校で
銃の乱射による犠牲者が続出していることを見れば明らかで、基盤に生命尊厳を置く
高等宗教が必要である。
２ ）国と地方公共機関の取り組み
　国と地方公共機関の取り組みでは、先ず国として2006年12月22日に改定施行された
教育基本法がある。第 1 条に人格の完成を掲げ、第 2 条に学問の自由、知識と教養、
豊かな情操、健やかな身体、個人の自立、生命の尊重、伝統と文化 , わが国・郷土と
他国を愛し尊重する項目が盛られ、第 3 条では生涯学習、第 7 条では大学を組み込み、
第 8 条で私立学校の振興が謳われている。そして第 9 条では教員が研究と修養に励む
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こと、第10条では父母が教育の第一義的責任をもつこと。第17条では政府の参画を可
能とし、いずれも以前の基本法とは異なる側面を有しているので、注意しなければな
らない。
　地方公共機関では、都道府県の教育委員会が教員採用の主体であることに変わりは
ない。昨年（2017）12月 4 日に認可を受けた本学教職大学院の中学校全教科の専修免
許状は、教職に就く学生の教職大学院での就学が必須になったといってもいい。とも
かく本学では、教職につく卒業生が毎年200名を突破している実績を大事にしたいと
思う。
３ ）一貫教育の学び舎…課題解答の一つ
　一貫教育の学び舎が今後の教育界における課題解答の一つになるのではないか。前
例として慶応義塾幼稚舎（小学校のこと）を挙げることができる。その理念は、創立
者福沢諭吉（1834-1901）の教え「独立自尊」を身に行うところにある。彼は1858年
蘭学塾を開き、1868年に慶応義塾とし、1898年に一貫教育を完成して今日に至ってい
る。すでに120年の歴史を刻み、我が国の教育界に君臨している。そのほか一貫教育
をすすめている学校法人は数多い。
　本学の場合、1968年創価学園を開校、1971年創価大学を開学、そしてその後順次幼
稚園から大学まで一貫教育の体制を整えて、2018年現在大学は 8 学部となり、海外へ
も広がりを見せて、学園からの進学率は80％以上の高率を保っている。
　そこには創立者（池田大作先生1928-　）に対する理念の共有があり、特色として
一人ひとりの成長への意思の強さと、不安の除去を挙げることができるであろう。
